退職金規程（例）
～　令和５年４月１日以降　～
社会福祉法人　岡山県社会福祉協議会
【退職金規程について】
１．職員に退職金を支払う法人等は「退職金規程」が必要です。

各法人等においては、退職給付の支払に対する財源の準備方法如何に関わらず、
「退職金制度に関する規定」を整備し、当該規程において「退職金支給率」を明記することが重要です。

２．「退職金制度に関する規程」は、「就業規則」の一部です。

　  「退職金規程」を整備した場合は、所轄の労働基準監督署へ届け出の義務があります。

３．就業規則に記載されなければならない事項については労働基準法第89条に規定されています。



(作成及び届出の義務)

第89条　常時10人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規則を作成し、行政官庁に届け出なければならない。次に掲げる事項を変更した場合においても、同様とする。

　1　始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を2組以上に分けて交替に就業させる場合においては就業時転換に関する事項
　2  賃金(臨時の賃金等を除く。以下この号において同じ。)の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締め切り及び支払いの時期並びに昇給に関する事項

  3  退職に関する事項

　3の2　退職手当の定めをする場合においては、適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する事項

4 臨時の賃金等(退職手当を除く。)及び最低賃金額の定めをする場合においては、これに関する事項
5 労働者に食費、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合においては、これに関する事項

6 安全及び衛生に関する定めをする場合においては、これに関する事項

7 職業訓練に関する定めをする場合においては、これに関する事項
8 災害補償及び業務以外の傷病扶助に関する定めをする場合においては、これに関する事項

9 表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び規程に関する事項

10 前各号に掲げるもののほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定めをする場合においては、これに関する事項

【就業規則の記載例】
第○章　給　与
(給与)

第○条　職員に支給する給与に関する事項は、給与規程において定める。

(退職金)

第○条　職員に支給する退職金に関する事項は、退職金規程において定める。

【退職金規程の記載例】
(趣旨)

第1条　この規程は、就業規則第○条の規定により、職員の退職金に関し必要な事項について定めるものとする。
(適用者の範囲)

第２条　この規程は、就業規則第○条に規定する職員に適用する。
(退職金の決定)

第3条　前条に規定する職員が次の各号の一に該当する事由によって退職した場合は、その者（死亡による退職の場合は、その遺族）に支給する
(1) 定年退職したとき
(2) 本法人の都合により解雇したとき

(3) 退職を願い出て承認されたとき

(4) 死亡したとき

(5) その他やむを得ない事情により退職するとき

2　就業規則第○条第○項の規定により懲戒解雇された者については、退職金の一部を支給しないことがある。

(共済加入)

第4条　職員への退職金は、本法人が共済契約を締結している社会福祉法人岡山県社会福祉協議会が運営する岡山県民間社会福祉従事者共済制度（以下「県共済」という。） 第１給付金制度並びに第２給付金制度に職員を加入させることによって行うものとする。

(共済掛金)
第5条　県共済の掛金については、次のとおりとする。

(1)　第１給付金

ア　各人ごとに県共済で定める額を、当法人が毎月納入する。

イ　職員が負担することになる掛金は、県共済で定める額とし、当法人の掛金　　　と合わせて、当法人が毎月納入するものとする。

　 (2)  第２給付金
　　　　各人ごとに県共済で定める額を、当法人が毎月納入する。
2 県共済の掛金は、毎年4月に本俸月額に基づき、これを調整する。

 (支給額)　
第6条　退職金の額は、県共済規程に定めるところにより算出された金額を支給する。
(支払方法並びに時期)

第7条　退職金は、支給を受けようとする者から、申し出があった時は、口座振込みの方法を持って支払うことが出来る。
2 前条に規定する退職金については、職員退職後1ヶ月以内に当法人が県共済に職員退職に伴う預け金返還請求を行い、県共済から預け金が返還された後、支給する。

3 前項に定める事項について、死亡により退職した者に対する退職金の支給を受けるべき者を確知することが出来ない場合、その他特別の事情がある場合はこの限りではない。

附　則

1　この規程は平成○年○月○日より施行する。

2　この規程は令和5年4月1日より施行する。

注意事項
※ 第１給付金のみを加入する場合は、規程中の第２給付金に関する記載は削除してください。
※ 県共済以外の退職共済制度に加入している場合は、併せて記載してください。
※ 第3条2項の内容については、（案）として記載しています。各法人でご検討の上、記載をお願いいたします。

　 （なお、県共済から支払者である法人へは、全額お支払いいたします。）
労働基準法一部抜粋








